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(百万円未満切捨て)
１．平成28年５月期第２四半期の業績（平成27年６月１日～平成27年11月30日）
（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年５月期第２四半期 7,902 △1.3 765 105.1 722 104.4 480 117.9

27年５月期第２四半期 8,007 － 373 － 353 － 220 －
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

28年５月期第２四半期 42.32 39.06

27年５月期第２四半期 22.25 －
（注）１．平成27年５月期第２四半期の対前年同四半期増減率については、平成26年５月期第２四半期の四半期財務

諸表を作成していないため、記載しておりません。
２．当社は、平成26年12月８日付で普通株式１株につき普通株式30株の割合で株式分割を行っております。ま

た、平成27年12月１日付で普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を行っております。前事業
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額を算定しております。

３．平成27年５月期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在す
るものの、平成26年11月30日時点において当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記
載しておりません。

　

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

28年５月期第２四半期 11,277 1,621 14.4

27年５月期 5,952 1,233 20.7

(参考) 自己資本 28年５月期第２四半期 1,621 百万円 　27年５月期 1,233 百万円
　

２．配当の状況
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年５月期 － － － 35.00 35.00

28年５月期 － －

28年５月期(予想) － 25.00 25.00
（注）１．直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ：有

２．配当予想の修正につきましては、本日（平成28年１月12日）公表いたしました「利益還元方針の変更及び
　 配当予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。
３．当社は、平成27年12月1日付で普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を行っております。平成
　 28年５月期（予想）期末配当金につきましては、新株予約権の未行使分が当事業年度末までに行使請求さ
　 れると仮定して算定した、当該株式分割後の配当金の額を記載しております。

　

３．平成28年５月期の業績予想（平成27年６月１日～平成28年５月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 17,412 24.9 1,559 96.2 1,480 98.7 987 100.3 84.85
（注）１．直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

２．当社は、平成27年12月１日付で普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を行っております。こ
れに伴い、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたこと及び新株予約権の未行使分が平成28年１月20
日付で行使請求されると仮定して、平成28年５月期の業績予想における１株当たり当期純利益を算定して
おります。
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※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

　② ①以外の会計方針の変更 ： 無

　③ 会計上の見積りの変更 ： 無

　④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 28年５月期２Ｑ 11,888,240株 27年５月期 11,309,840株

② 期末自己株式数 28年５月期２Ｑ －株 27年５月期 －株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年５月期２Ｑ 11,358,266株 27年５月期２Ｑ 9,914,640株

（注）当社は、平成26年12月8日付で普通株式１株につき普通株式30株の割合で株式分割を行っております。また、平

成27年12月1日付で普通株式１株につき普通株式４株の割合で株式分割を行っております。前事業年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、期末発行済株式数及び期中平均株式数を算定しております。

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

　 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きの対象外でありますが、この

　 決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しております。

　

　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　 ・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

　 判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の

　 業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　 ・当社は、平成28年１月15日（金）に第２四半期決算説明会を開催する予定です。当日使用した決算説明会資料

は、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新興国経済減速の影響や個人消費の伸び悩みが見られたものの、企

業収益の改善や政府の継続的な経済政策などにより、総じて底堅く推移いたしました。

このような状況のもと、当社の事業エリアである東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）におけるマンショ

ン市場においては、当第２四半期累計期間の販売実績は19,745戸（前年同期比0.6％増）、平均初月契約率は75.6％

（前年同期比1.7％ポイント増）となり、好調の目安とされる70％を上回っております。当第２四半期会計期間末にお

ける販売在庫数は4,945戸となり、前第２四半期会計期間末と比べ1,083戸増加しておりますが、平成28年暦年は5,000

戸前後で推移していくものと予想されております。

また、平成27年暦年の東京圏の新規分譲マンション供給戸数は41,200戸程度と、前年実績44,913戸より8.3％減とな

ることが予想されておりますが、平成28年暦年は43,000戸程度と増加が予想されております。

（データはいずれも（株）不動産経済研究所‐公表資料、「首都圏マンション市場動向」2015年６月度から11月度及び

「首都圏・近畿圏マンション市場予測－2016年の供給予測－」より）

当社は「より良質な住宅を供給し、豊かな住環境に貢献する」という社是を制定し、より良質な住宅を供給すると

いう社会的使命を果たすべく事業を推進しております。「安全・安心・堅実」という基本方針に関し、安全につきまし

ては、安全パトロールの実施等により重大事故ゼロを継続しております。安心と堅実に対応する品質につきましては、

独自のマニュアルの制定や、その徹底を図る目的としての研修会等を定期的に開催しております。

創業５年目を迎え、従前より進めてまいりました体制拡充の効果を発揮し、東京圏のマンション建設市場において、

更なる実績の積上げを目指しております。

その結果、当第２四半期累計期間の売上高は7,902,267千円（前年同四半期比1.3％減）、営業利益765,618千円（前

年同四半期比105.1％増）、経常利益722,912千円（前年同四半期比104.4％増）、四半期純利益480,716千円（前年同四

半期比117.9％増）となりました。

なお、当社は「分譲マンション建設事業」の単一セグメントであるため、セグメントの業績については記載を省略

しております。

（２）財政状態に関する説明

①資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当第２四半期会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ5,324,698千円増加し、11,277,483千円となり

ました。これは、現金及び預金が708,084千円、受取手形・完成工事未収入金が454,780千円、販売用不動産が

3,655,788千円、仕掛販売用不動産が361,951千円それぞれ増加したことが主な要因であります。

（負債）

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ4,936,869千円増加し、9,656,211千円となり

ました。これは、支払手形・工事未払金が901,094千円、短期借入金が3,460,000千円、未成工事受入金が399,446千

円それぞれ増加したことが主な要因であります。

（純資産）

当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ、387,829千円増加し、1,621,272千円とな

りました。これは、資本金が3,036千円、資本剰余金が3,036千円、利益剰余金が四半期純利益の計上により480,716

千円増加した一方で、配当金の支払により98,961千円減少したことが要因であります。
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　②キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末と比べ708,084

千円増加し、957,435千円となりました。

当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、2,657,700千円（前年同四半期は381,576千円の収入）となりました。これは主

に、税引前四半期純利益が722,912千円、仕入債務の増加額が900,057千円あったものの、売上債権の増加額が

454,780千円、たな卸資産の増加額が3,897,725千円あったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、46千円（前年同四半期は40,094千円の使用）となりました。これは主に、敷金

の返還による収入が409千円あったものの、敷金の差入による支出が446千円あったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、3,365,831千円（前年同四半期は289,028千円の収入）となりました。これは主

に、短期借入金の返済による支出が700,000千円、配当金の支払額が98,873千円あったものの、短期借入れによる収

入が4,160,000千円、新株予約権の行使による株式の発行による収入が6,073千円あったことによるものであります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

分譲マンション市場におきましては、日本経済全体が緩やかな回復基調であることに加え、消費税率引き上げの

反動も一段落したと思われることから、底堅く推移していくと期待されます。

このような環境の下、当社は、営業及び事業開発部門の更なる強化による造注方式の拡大、施工能力の質的量的

な拡充、内部管理体制の強化等を行い、事業効率と収益性向上に努めてまいります。

当期の業績予想につきましては、売上高、営業損益、経常損益ともに、順調に推移していることにより、売上高

17,412百万円（前事業年度比24.9％増）、営業利益1,559百万円（同96.2％増）、経常利益1,480百万円（同98.7％

増）、当期純利益987百万円（同100.3％増）を見込んでおります。

（注）業績予想は現時点で入手可能な情報に基づいておりますが、実際の数値は今後様々な要因により予想数値と異な

る可能性があります。
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２．四半期財務諸表

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年５月31日)

当第２四半期会計期間
(平成27年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 269,351 977,435

受取手形・完成工事未収入金 4,934,430 5,389,211

販売用不動産 － 3,655,788

仕掛販売用不動産 508,225 870,176

未成工事支出金 2,754 36,489

その他 185,271 284,405

流動資産合計 5,900,034 11,213,507

固定資産

有形固定資産 15,103 27,408

無形固定資産 2,996 2,230

投資その他の資産 34,650 34,337

固定資産合計 52,750 63,976

資産合計 5,952,785 11,277,483

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金 3,579,429 4,480,524

短期借入金 － 3,460,000

未払法人税等 298,795 246,005

前受金 579,122 587,978

未成工事受入金 124,100 523,547

完成工事補償引当金 9,100 16,052

その他 111,080 323,508

流動負債合計 4,701,628 9,637,615

固定負債

リース債務 3,784 2,564

退職給付引当金 13,928 16,031

固定負債合計 17,713 18,595

負債合計 4,719,341 9,656,211

純資産の部

株主資本

資本金 298,027 301,064

資本剰余金 256,716 259,753

利益剰余金 678,698 1,060,454

株主資本合計 1,233,443 1,621,272

純資産合計 1,233,443 1,621,272

負債純資産合計 5,952,785 11,277,483
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（２）四半期損益計算書

第２四半期累計期間

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 平成26年６月１日
　至 平成26年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年６月１日
　至 平成27年11月30日)

売上高

完成工事高 5,693,663 7,248,217

不動産売上高 2,284,200 600,000

その他の売上高 29,800 54,050

売上高合計 8,007,663 7,902,267

売上原価

完成工事原価 5,203,419 6,253,246

不動産売上原価 2,222,544 549,768

その他売上原価 7,105 38,805

売上原価合計 7,433,068 6,841,819

売上総利益

完成工事総利益 490,244 994,970

不動産売上総利益 61,655 50,231

その他の売上総利益 22,695 15,244

売上総利益合計 574,595 1,060,447

販売費及び一般管理費 201,345 294,828

営業利益 373,249 765,618

営業外収益

受取利息 12 20

受取配当金 － 0

労働保険料還付金 763 0

還付加算金 － 257

物品売却収入 261 260

その他 86 3

営業外収益合計 1,122 542

営業外費用

支払利息 9,685 7,082

手形売却損 10,956 18,314

支払手数料 － 17,850

その他 － 0

営業外費用合計 20,642 43,247

経常利益 353,730 722,912

特別利益

固定資産売却益 35 －

特別利益合計 35 －

特別損失

固定資産除却損 380 －

特別損失合計 380 －

税引前四半期純利益 353,385 722,912

法人税、住民税及び事業税 138,036 237,603

法人税等調整額 △5,243 4,592

法人税等合計 132,792 242,195

四半期純利益 220,592 480,716
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（３）四半期キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期累計期間
(自 平成26年６月１日
　至 平成26年11月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成27年６月１日
　至 平成27年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 353,385 722,912

減価償却費 1,900 2,423

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6,310 －

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 2,231 6,951

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,250 2,102

受取利息及び受取配当金 △12 △20

支払利息 9,685 7,082

有形固定資産売却損益（△は益） △35 －

有形固定資産除却損 380 －

売上債権の増減額（△は増加） △1,052,428 △454,780

たな卸資産の増減額（△は増加） △362,149 △3,897,725

仕入債務の増減額（△は減少） 1,671,968 900,057

未成工事受入金の増減額（△は減少） △59,172 399,446

その他 △72,171 △45,702

小計 490,521 △2,357,251

利息及び配当金の受取額 12 20

利息の支払額 △10,156 △10,076

法人税等の支払額 △98,800 △290,394

営業活動によるキャッシュ・フロー 381,576 △2,657,700

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △20,000 △20,000

定期預金の払戻による収入 － 20,000

有形固定資産の取得による支出 △6,847 －

有形固定資産の売却による収入 35 －

無形固定資産の取得による支出 △400 －

敷金の返還による収入 109 409

敷金の差入による支出 △12,741 △446

その他 △250 △10

投資活動によるキャッシュ・フロー △40,094 △46

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,192,500 4,160,000

短期借入金の返済による支出 △2,902,500 △700,000

新株予約権の行使による株式の発行による収入 － 6,073

配当金の支払額 － △98,873

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △971 △1,368

財務活動によるキャッシュ・フロー 289,028 3,365,831

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 630,511 708,084

現金及び現金同等物の期首残高 164,106 249,351

現金及び現金同等物の四半期末残高 794,618 957,435
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（４）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

　 【セグメント情報】

　 当社の事業セグメントは、分譲マンション建設事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメン

　 ト情報の記載を省略しております。

（重要な後発事象）

　 株式分割

　 当社は、平成27年10月15日開催の取締役会において、株式分割について、下記のとおり決議し、同年12月１日を

　 効力発生日として実施いたしました。

　
　１．株式分割の目的

　 投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上と投資家層の更なる拡大を目的とす

るものであります。

　
　２．株式分割の概要

　（１）分割の方法

　 平成27年11月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載されている株主の所有する普通株式を、１株に

つき４株の割合をもって分割いたしました。

　
　（２）分割により増加した株式数

　 ①株式の分割前の発行済株式総数 2,972,060株

　 ②株式の分割により増加した株式数 8,916,180株

　 ③株式の分割後の発行済株式総数 11,888,240株

　 ④株式の分割後の発行可能株式総数 20,000,000株

　
　（３）分割の日程

　 ①基準日公告日 平成27年10月20日

　 ②基準日 平成27年11月30日

　 ③効力発生日 平成27年12月１日

　
　３．１株当たり情報に及ぼす影響

　 当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定した場合の前第２四半期累計期間及び当第２四半期累計期

間における１株当たり情報はそれぞれ以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間

（自 平成26年６月１日
　至 平成26年11月30日）

当第２四半期累計期間
（自 平成27年６月１日
　至 平成27年11月30日）

１株当たり四半期純利益金額 22円25銭 42円32銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － 39円06銭

（注）前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの、平成26年11月30日時点において当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載し

ておりません。

　
　４．その他

　 今回の株式分割に際しましては、資本金の額の変更はありません。
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